
熊本県健康福祉補助金等交付要項  

 
（趣旨） 

第１条 知事は、県民の健康と福祉の増進を図るため、市町村又は団体等（以下「補助事業者」という。）に対し、予算の
範囲内において補助金等を交付するものとし、その交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第
３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項に定めるところによるものとする。 

 
（補助対象経費及び補助率等） 

第２条 補助金等の交付の対象経費及びこれに対する補助率又は補助金額は、別表のとおりとする。 
 

（補助金等の交付申請書） 
第３条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 
２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号のとおりとし、その様式は、当該各号に定めるところによるものとする。 
(1) 事業計画書    事業ごとに知事が別に定める様式 
(2) 収支予算書    別記第２号様式 
            ただし、上記様式により難い場合は、別に定めるものとする。 
(3)  その他必要とする書類 
 
（決定の通知） 

第４条 規則第６条の規定による補助金等の交付決定の通知は、別記第３号様式により行うものとする。 
 

（補助事業等の内容等の変更） 
第５条 規則第７条第１項の補助事業等の内容等の変更事由は、別表のとおりとする。 
２ 規則第７条第１項の変更申請書は、別記第４号様式によるものとし、事業変更計画書の様式は、知事が必要に応じ別に  

定める。 
３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業等の内容等の変更の決定通知は、補助金等の額に  

変更を生じるときは変更交付決定通知書（別記第５号様式）により、補助金等の額に変更を生じないときは変更承認通知  
書（別記第６号様式）により行うものとする。 

 
（申請の取下げ） 

第６条 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、必要に応じ別に定める。 
 

（工事の着工及び完成報告） 
第７条 補助事業者は、工事を伴うものについては、工事に着工したときは工事着工報告書を、工事が完成したときは工    

事完成報告書を知事に提出しなければならない。 
２ 前項の工事着工報告書及び工事完成報告書の様式並びにそれらの提出期限は、別に定める。 



 
（状況報告） 

第８条 規則第１１条の規定による状況報告は、必要に応じ別に定めるところにより行うものとする。 
 

（実績報告） 
第９条 規則第１３条の実績報告書は、別記第７号様式によるものとする。 
２ 規則第１３条の添付書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 事業実績書    事業ごとに知事が別に定める様式 
 (2) 収支精算書    収支予算書を準用する。 
 (3) その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、別に定める。 
４ 補助金等の交付を概算払又は前金払により受けた場合における実績報告書の提出期限は、前項の規定にかかわらず、補  

助金等の交付の決定のあった翌年度の５月２０日とする。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 
   

（補助金等の額の確定） 
第１０条 規則第１４条の規定による補助金等の額の確定通知は、補助金等確定通知書（別記第８号様式）により行うもの  

とする。 
 

（補助金等の請求等） 
第１１条   規則第１６条第１項の請求書は、別記第９号様式によるものとする。 
２ 前項の請求書には、知事が別に定める書類を添付しなければならない。 
３ 前々項の規定にかかわらず、補助金等の交付を概算払又は前金払により受けようとするときは、補助金等概算払（又は  

前金払）請求書（別記第１０号様式）によるものとする。 
 

（補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額の確定に伴う補助金の返還） 
第１２条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税の申告により補助金等に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場   

合には、別記第１１号様式により速やかに知事に報告しなければならない。 
２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該補助金等に係る仕入れに係る消費税等相当額の全部又は一部の返還を命ず  

ることができる。 
 

（財産の処分の制限） 
 第１３条 規則第２１条第２項に規定する財産の処分を制限する期間は、補助金等により取得し、又は効用の増加した財産

の処分の制限（平成２０年７月１１日厚生労働省告示第３８４号）に定める期間とする。ただし、知事が別に定める場合
は、この限りでない。  

 
（証拠書類の保管） 

第１４条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。ただし、知事が別に定める場合は、この限りでない。 



 
（雑 則） 

第１５条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
 

附 則 
この要項は、平成１５年６月１８日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 
この要項は、平成１７年５月１０日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 
この要項は、平成１８年６月２８日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 
この要項は、平成１９年５月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 
この要項は、平成２０年５月１日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 
この要項は、平成２１年５月１５日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 
この要項は、平成２２年４月１９日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 
この要項は、平成２３年５月１５日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 
この要項は、平成２４年４月９日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。  

この要項は、平成２５年５月１０日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。  

この要項は、平成２６年５月１３日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。  

この要項は、平成２７年５月２７日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。  

この要項は、平成２８年５月２０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。  

この要項は、平成２９年４月３日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。  

この要項は、平成３０年５月１８日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。  

この要項は、平成３１年４月１日から施行する。  

この要項は、令和２年４月１日から施行する。  

この要項は、令和３年（２０２１年）４月１日から施行する。  

 

 



高齢者支援課

補助金名
補　助　対　象　経　費

（複数の事業がある場合は事業ごとに記入）

補助事業者
等

（補助事業者と
事業主体が異な
る場合はそれぞ

れ表示）

補 助 率
又は

補助金額
変更申請要

件
備考

国庫
補助

(有･無)

事業内容の変
更（軽微な変
更を除く。）
をする場合

無

※1　社会福祉連携推進法人の会員施設又は令和4
年4月以降に法人間合併を行った法人内の施設

※1　社会福祉連携推進法人の会員施設又は令和4年4月以降に
法人間合併を行った法人内の施設

※2　定員19名以上

※3　宿泊を伴うもののうち、知事が特に必要と認
めた場合に限る

※4　定員規模に関わらない

25　熊本県外国人介
護人材住居借上支援
事業

令和6年10月9日付け社援基発1009 第1号厚生労働省社
会・援護局福祉基盤課長通知「地域医療介護総合確保
基金（介護従事者の確保に関する事業）における「外
国人留学生及び1号特定技能外国人の受入環境整備事
業」等の実施について」別紙4「外国人介護人材受入
施設等環境整備事業実施要綱」に基づき、外国人介護
職員を雇用する際に、介護施設等が借り上げる住居の
家賃等に要する経費

事業の対象と
なる介護施設
等を有する事
業者等

以下の補助基準額から算出した補助上限額と補助対象経費の支出
額とを比較してその少ない方の額（１事業所200千円を上限）

・家賃等月額から他の補助金制度による収入及び居住者負担分を
除いた額に1/2を乗じて得た額（15千円を上限）

換気設備設
置事業

換気設備の設置

（広域型施設等）
特別養護老人ホーム
及び併設される老人
短期入所施設※4

上記以外の老人短期
入所施設

介護老人保健施設
介護医療院

養護老人ホーム
軽費老人ホーム
有料老人ホーム

換気設備設置
事業

換気設備の設置

施設延べ床面
積×4千円の
範囲内で知事
が必要と認め

た額

10分の10


